
国と地方の協議の場の法制化について 

 

 

《これまでの検討・作業経緯》 

○ １０月９日（金）：全国知事会議において、「全国知事会の活動方針」を取りまとめ。 

  ⇒「国と地方の協議の場の法制化プロジェクトチーム（ＰＴ長：京都府知事）」設置 

○ １１月１２日（木）：ＰＴ会議を開催。 

○ １２月３日（木）：ＰＴ電話会議。ＰＴ案を取りまとめ。 

           ⇒地方六団体意見調整⇒「地方案」取りまとめ 

○ １２月１８日（金）：国と地方の協議の場実務検討グループ第１回会合におい 

て、「地方案」（別添のとおり）を提示。 

① 国・地方会議（仮称）法案要綱（地方案）の基本的な考え方 

② 国・地方会議（仮称）法案要綱（地方案） 

 

 

《実務検討グループにおける検討状況と今後のスケジュール》 

○ １２月１８日（金）：第１回会合を開催。「地方案」を提示、説明。 

《メンバー》 

 （地方側）山田啓二（京都府知事）、倉田薫（大阪府池田市長）、 

古木哲夫（山口県和木町長） 

 （国 側）松井孝治（内閣官房副長官）、瀧野欣彌（内閣官房副長官）、 

      逢坂誠二（内閣総理大臣補佐官）、津村啓介（内閣府大臣政務官）、 

      小川淳也（総務大臣政務官） 

○ 通常国会への法案提出を目指し、調整中。 

 

《地方案》 

資料７ 



国・地方会議（仮称）法案要綱（地方案）の基本的な考え方

１ 会議の目的

以下の２つを会議の目的とする。

１ 国民主権の充実のためにも、地域における住民主体の行政の確立のための国・地

方のあり方を検討し、地方分権を推進する。

２ 国が企画・立案する施策の多くを地方が実施しているが、立案される施策と現場

の実態との間にずれが生じ、多くの無駄・矛盾・手戻りが発生した。施策立案段階

から国・地方が緊密に連携することにより、行政の無駄を無くし効果的な施策の制

度化を図る。したがって、内閣と地方の「行政」調整を行う会議となる。

（「国・地方無駄とり会議」的なものとする。）

○ また、単に地方から政府に陳情・要望する場ではなく、政府と地方が対等の立場

から双方向に企画立案の提案を行う場とする。

２ 会議の構成

会議は、議長である内閣総理大臣を中心に、政府と、法的に明確な位置づけのあ

る地方の全国的連合組織の代表者から構成し、以下のとおりとする。

○ 議 長：内閣総理大臣

○ 副議長：地方議員から選出

○ 議 員：内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、総理が指定する大臣

「地方公共団体の長及び議会の長の全国的連合組織」の代表者

議長が認める臨時議員

※ 法制上の協議の場であるため、地方の代表は、法的に明確化（地方

自治法263条の3）された全国的連合組織の代表者

○ 会議は議長が、協議に付すべき事項を示して招集、地方議員は招集を請求できる。

○ 地方の首長等と政務三役など、政治レベルで交渉を積み重ねていくため、分科会

議を置く。

１
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３ 会議の対象事項

○ 政府は、地方に関連する重要な施策の企画・立案をしようとする場合、協議しな

ければならない。

○ 協議事項を明確化するため、「地方財政計画の基本的な内容に関するもの」など

14項目を列挙している。こうした事項について分科会議により議論を重ねることに

なるが、協議事項については財政に関する項目を含め、今後疑義が生じないよう、

できるだけ詳細にした。

４ 会議決定のプロセスと拘束力

○ 原則として、全員一致をもって議決。ただし、議員全員が了解した事項は、別途

政令で定める方法で議決。

○ 議員は、議員全員の一致が得られないときは、再議を求めることができる。

○ 議員は決定された結果を尊重。

○ 形式的ではなく実質的な協議を行うため、分科会議において十分協議を行う。

５ 会議の結果の取扱い

○ 調整が整わなかった事項に関し、国・地方はそれぞれ国会に意見書を提出。

○ 法令違反と認めるときなど、合理的理由がある場合に審査の申し出ができるよう、

国地方係争処理委員会の拡充などにより、第三者による仲裁が行われる制度を設け

る。

２
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１ 

国・地方会議（仮称）法案要綱（地方案） 

 

 

第一 目的 

この法律は、地方公共団体の自治行政に重要な影響を及ぼす施策の企画及び立案

に関し、国と地方公共団体が協議を行う国・地方会議（以下「会議」という。）を

設置することにより、国と地方それぞれからの提案と調整を通じて、地域における

住民意思の的確な反映による国民主権の充実のため地方分権を推進するとともに、

施策立案段階から国・地方が緊密に連携することにより国・地方を通じた効果的な

行政の実現に寄与し、もって国及び地方公共団体の共通の目的である国民福祉の増

進に資することを目的とする。 

 

第二 会議において協議及び調整を行うべき事項 

一 政府は、次に掲げる施策の企画及び立案をしようとする場合には、会議において

地方公共団体と協議及び調整を行わなければならないものとする。 

１ 地方自治の根幹に関する次の事項 

イ 地方公共団体の組織、運営その他の地方制度の基本的事項の改変に関するも

の 

ロ 地方公務員法に定める地方公共団体の人事機関及び地方公務員の任用、勤務

条件等に関する基本的な規定の改変に関するもの 

２ 国と地方の役割分担の抜本的な見直しと地方公共団体への権限移譲・新たな義

務付け等に関する次の事項 

イ 法律・政令等により地方公共団体に重要な影響を与える国の関与に関するも

の 

ロ 地方公共団体に対して新たに権限を付与するもの又は新たに責務、事務若し

くは負担を義務づけるもののうち、地方公共団体に重要な影響を与えるもの 

ハ 国が現に有する権限や執行している事務及び事業の地方公共団体への移譲

に当たって地方公共団体に重要な影響を与えるもの 

ニ 国の地方支分部局の廃止及び縮小で地方公共団体の行政に重要な影響を与

えるもの 

ホ イからニの具体化に伴い必要となる、地方公共団体への人員移管の仕組みや

財源措置等に関するもの 

３ 地方税財政のあり方に関する次の事項 

イ 地方税法に定める地方団体の課税権、税目、課税客体、課税標準、税率その

他地方税及びこれに関連する基本的な規定の改変に関するもの 

ロ 地方交付税、国庫支出金など、地方公共団体の財源を保障・調整する仕組み

の見直しに関するもの 

ハ 地方財政法第十三条の規定に基づき国が講じなければならない地方公共団

体への必要な財源措置に関するもの 



 

２ 

ニ 地方財政法第十七条の二の規定に基づき地方公共団体が負担する負担金の

あり方の見直しに関するもの 

ホ 地方財政計画（地方交付税法第七条に規定する「翌年度の地方団体の歳入歳

出総額の見込額に関する書類」をいう。）の基本的な内容に関するもの 

４ 経済財政政策、社会保障・教育に関する制度及び社会資本の整備・地域の振興

に関する施策等のうち、地方行財政に重要な影響を与えるもの 

５ 前各号に掲げるもののほか、地方公共団体の組織及び運営の根幹に関するもの

として、国と地方の協議を経て政令で規定するもの 

二 地方議員（第三－四において議員たる資格を有する地方公共団体の長及び議会の

長の全国的連合組織の代表者をいう。以下同じ。）は、一の各号につき地方側から

企画・立案の提案をすべきと判断するときは、内閣官房長官を経由して、政府に対

して、会議において協議及び調整を行うことを求めることができるものとする。  

 

第三 組織 

一 会議は、議長、副議長及び議員をもって組織するものとする。 

二 議長は、内閣総理大臣をもって充てるものとする。 

三 副議長は、地方議員の互選によりこれを定める。 

四 議員は、内閣官房長官、総務大臣、財務大臣その他地方行財政に特に関連が深い

者として内閣総理大臣が指定する国務大臣並びに地方公共団体の長及び議会の長

の全国的連合組織（地方自治法第二百六十三条の三第一項に規定する全国的連合組

織で同項の規定による届出をしたものをいう。）の代表者とする。 

五 議長は、必要があると認めるときは、議員以外の国務大臣及び地方議員以外の地

方公共団体の長及び議会の長を、議案を限って、議員として、臨時に会議に参加さ

せることができるものとする。 

六 副議長は、必要があると認めるときは、地方議員以外の地方公共団体の長及び議

会の長を、議案を限って、議員として、臨時に会議に参加させるよう、議長に対し

求めることができるものとする。 

七 協議事項の調整に関し必要な検討を行うため、会議に分科会議を置く。 

八 分科会議は、第二の協議調整事項のほか、議長と副議長が協議のうえ、議長から

指示された事項について調査検討を行い、結果を会議に報告する。 

九 分科会議の会長及び委員は、議長と副議長が協議のうえ、議長が指名する者をも

って充てる。 

十 その他、分科会議の構成や所掌事務、運営方法等は政令により別途定める。 

 

第四 会議 

一 会議は、議長が、協議に付すべき事項を示して招集するものとする。 

二 地方議員は、議長に対して、協議に付すべき事項を示して、招集を請求すること

ができるものとする。 

三 政府の議員（第三－四において議員たる資格を有する国務大臣）及び臨時議員（第

三－五において臨時に議員たる資格を有する国務大臣）は、円滑に協議・調整が進



 

３ 

むよう、企画・立案される施策が地方公共団体に及ぼす影響について、具体的に説

明・提案を行わなければならない。 

四 協議に付された事項は、原則として、議員の全員一致をもって協議が整ったもの

とする。ただし、議員全員が了解した事項は、多数決等政令で定める方法により議

事を決することができるものとする。 

五 議員は、議員全員の一致が得られない場合において、企画・立案される施策が地

方公共団体の組織及び運営に著しく不合理な影響を与え、又は不当な財政負担を強

いることとなるときは、再議を求めることができる。 

 

第五 協議の結果の尊重等 

一 議員は、会議において決定された事項については、その結果を尊重するものとす

る。 

二 会議において協議及び調整が整わなかった事項については、国と地方はそれぞ

れ、国会に意見書を提出するものとする。 

三 地方公共団体が法律又は政令に基づいて新たな事務を行う義務を負うにもかか

わらず、そのために要する財源について必要な措置が講じられていないと認めると

きその他法令に違反すると認めるときは、地方議員は、当該事項につき、国地方係

争処理委員会等（※ 国地方係争処理委員会を拡充、若しくは新たに第三者による

仲裁制度を設ける）に対し審査の申出をすることができるものとする。 

四 前項の場合、国・地方は、国地方係争処理委員会等の意見に沿って、協議及び調

整が整うよう努めなければならない。 

 

第六 雑則 

この法律に定めるもののほか、庶務その他会議に関し必要な事項は、議長が会議に

諮って政令で定めるものとする。 

 

第七 施行期日等 

 




